
仕様書

1 業務名
「統合型校務支援システム (長崎県推奨システム)構築業務」(以下、「本業務」という)

2 業務の目的
教職員の長時間勤務の実態が看過できない状況であり、勤務時間の縮減が喫緊の課題となっている。国

においては、平成 29年 8月 に「学校における働き方改革に関する緊急提言」を行つた。

具体的には、「統合型校務支援システムの導入による業務の電子化による効率化を図ること」「その際、

都道府県単位での統合型校務支援システムの共同調達・運用に向けた取り組みを推進すること」等が提言

されているところであると

本業務では、パッケージ化された統合型校務支援システムを導入することにより、校務の標準化・業務

改善を行い、教職員の業務負担軽減及び教育の質の向上を図る。また、本業務では、長崎県内すべての市

町の協力の下、クラウドによリシステムを共通化し、その導入にかかるコスト削減を図るとともに、調達

プロセスの共通化やパターン化等によって事務負担の軽減を図る。

なお、本業務は、長崎県が「統合型校務支援システム導入実証研究事業」(H304.20文科省)の委託を

受けたことにより、長崎県と実証研究委託先である3地域 (長崎市、長与町、小値賀町)の共同により実

施するものである。

3 契約期間   契約日 平成 31年 3月 31日

4 業務内容
本業務の履行先ごとの業務内容は、別紙 1 に記載のとおりとする。

5 仕様
統合型校務支援システムの仕様は、別紙 2 に記載のとおりとする。

6 納入物及び納入場所、納期
次の内容について、印刷物及びデジタルデータ (CD―R等)にて各 1部、指定した納入時期までに納

入すること。なお、納入場所は、発注者が指定する場所とする。

成  果  物 納 入 時 期

1 プロジェクト計画表 契約締結後 1週間以内

2 基本設計書 基本設計終了時

3 要件定義書 基本設計終了時

4 詳細設計書 詳細設計終了時

5 データ移行手順書 データ移行開始前

6 研修テキスト 研修開始前

7 障害時運用手順書 システム稼働前
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8 システム操作マニュアル システム稼働前 (各学校にも納品)

9 システム運用マニュアル システム稼働前

10 障害対応マニュアル システム稼働前

11 議事録 会議終了後 5営業日

12 連絡票 随時

13 プロジェクト管理に係る書類 定例会時

7 担当課
長崎県教育庁義務教育課総務助成班

T850-8570
TEL 095-894-3372

担当 林田

2



別紙 1

業務内容

1 概要
本業務は、長崎県が「統合型校務支援システム導入実証研究事業」(H30.4.20文科省)の委託を受け

たことにより実施するもので、「システムの調達及び運用策定等に係る契約」は長崎県が行い、「システ

ムの利用等に係る契約」は実証研究委託先がそれぞれに行うものとする。

2 契約先 (4種類)
(1) 契約先一覧

(2) 実証研究委託先別小・中学校

名 称 所 在 地

[契約先 1]長崎県 長崎県長崎市尾上町 3-1

実
証
地
域

[契約先 2]長崎市 長崎県長崎市桜町 2-22

[契約先 3]西彼杵郡長与町 長崎県西彼杵郡長与町嬉里郷 659-1

[契約先 4]】と松浦郡小値賀町 長崎県北松浦郡小値賀町笛吹郷 2371-1

履行先 校種 学校名 学級数※
3
児童生徒数 教職員数

長崎市

[契約先 2]

珂ヽ 長崎市立諏訪小学校 16 422 27

珂ヽ 長崎市立上長崎小学校 15 331 24

月ヽ 長崎市立西坂小学校 9 113 15

月ヽ 長崎市立仁田佐古小学校 13 283 22

珂ヽ 長崎市立戸町小学校 29 736 44

珂ヽ 長崎市立西北小学校 20 500 32

′」ヽ 長崎市立大園小学校 17 366 29

月ヽ 長崎市立二重小学校 9 209 16

′1ヽ 長崎市立畝刈小学校 30 811 48

′よヽ 長崎市立女の都小学校 8 187 14

′
Iヽ 長崎市立橘小学校 23 533 36

′卜※1 長崎市立野母崎小学校 8 121 15

′Jヽ 長崎市立晴海台小学校 7 139 14

′Jヽ 長崎市立村松小学校 19 444 29

′よヽ 長崎市立高城台小学校 23 692 41

中 長崎市立桜馬場中学校 16 458 34

中 長崎市立片淵中学校 8 126 15

中 長崎市立長崎中学校 7 191 18

中 長崎市立小島中学校 11 321 25

中 長崎市立茂木中学校 3 81 12

中 長崎市立梅香崎中学校 10 215 23

中 長崎市立淵中学校 15 442 29

中 長崎市立山里中学校 17 468 38

中 長崎市立二重中学校 17 549 38
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中 長崎市立橘中学校 16 482 33

中※
1 長崎市立野母崎中学校 4 75 13

長与町

[契約 3]
中 長与町立長与中学校 18 539 43

小値賀町

[契約 4]

′卜
※2 小値賀町立小値賀小学校 8 81 17

中※2 小値賀町立小値賀中学校 4 31 13

′よヽ 小値賀町立小値賀小学校大島分校 2 6 4

※1長崎市立野母崎小学校、野母崎中学校は小中一貫校となり、施設を共用。愛称は「青潮学園」。
※2」 値ヽ賀町立小値賀小学校、小値賀町立小値賀中学校は小中i貫校となり、施設を共用。

※3通常学級十特別支援学級

3 業務内容
(1)[契約先 1]長崎県
ア 校務支援システム導入設計、要件定義、各種初期設定
イ プロジェクトの全体管理 (進捗管理、課題管理等含む)
・ 進捗管理、課題管理等を含むこと

'長 崎県及び実証研究委託先を含む県下全市町への進捗状況の報告と意見の集約を行うこと
ウ 各種検討会の運営支援と調整業務支援
工 各種運用ルールの策定支援
オ 各種打ち合わせ、検討事項への助言及び提案
力 帳票類のカスタマイズ
キ 効果測定・検証の支援
ク システム使用外字設定
ケ その他システム導入及び利用を円滑に進めるための各関係機関との連携・調整、作業依頼等
(2) [契約先 2～4]実証研究委託先

【初期費】

コ システムセットアップ
‐
学校情報登録、ユーザー登録、児童生徒情報登録、セキュリティ権限設定、外字設定 (同定作業)

サ 長崎県教育庁作成指導要録作成システム「アイリス」からのデータ移行 (中 2、 現中2の中 1の
時のデータ)

シ 研修
【使用料】

ス システム提供料
セ システム保守料
(3) その他
ア 「統合型校務支援システム導入実証研究事業」(H30.4.20文科省)の円滑な実施に向け、協力体制
を整えるとともに、導入・運用に係る全面的支援を行うこと。
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月」糸氏2

統合型校務支援システム仕様

1 基本事項
(1) システム利用基本情報
「別紙 1業務内容」に記載のとおり。

(2) システム利用方法
クラウド (パブリック可)による SaaSと して提供すること。

(3) 回線
ア 本県各市町のネットワークインフラ状況を踏まえ、「共同利用集約機器」を県内に設置すること。
イ 各学校から指定した「共同利用集約機器」までの接続は、各自治体の費用で実施・運用すること
とし、「共同利用集約機器」及び統合型校務支援システムまでの IP―VPN接続は、受注者において調

達・運用を行うこと。また、その費用は、本契約におけるシステム提供料に含めること。

ウ 「共同利用集約機器」を利用しない P一VPN(又はインターネットVPN)接続に対応できること。
なお、その場合は、回線運用に係るすべての費用について該当自治体が負担するものとする。

エ ア、イの回線について、繁忙期においてもシステム操作に遅滞が生じないこと。また、遅滞が生
じることが判明した場合は、受注者において回線増強等の措置を講じること。なお、その際には、一

切の追加費用が発生しないこと。    ´

ゴ 統合型校務支援システム

(パブリッククラウド利用可)
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2 システム要件
(1)必 須機能
本業務で調達するシステムは、システム稼働時までに 明」添 1システム機能要件一覧」の「必須機

能」要件をすべて満たしていること。 1つでも満たさない項目がある場合は、失格とする。

(2)国及び県等の制度改正や法令改正により、システム改修の必要性が生じた場合は、追加コス トが発
生することなく、速やかに改修を実施すること。

(3) 電子決裁、電子保存

公簿類の電子決裁・電子保存のための仕組みを実装すること。

(4)帳 票
ア 帳票は、「統合型校務支援システムの導入のための手引き※」(H30.3文科省)の 「別紙 3帳票―
覧」に記載の帳票をすべて有すること。なお、「No1 5-3調査書 高校 (就職用 )」 は除外する。

※ URL http://www hext.go.jp/a menu/shotOu/zyouhOu/deta‖ /1408684.htm

イ 帳票の項目について、上記手引き「男」紙 4帳票項目一覧」記載のすべての例示項目を有すること。
ウ 通知表を除く帳票は、メーカー所有のものから選択し、長崎県下で統一したものを利用すること
とする。

工 通知表は、メーカ〒所有の帳票から各小 '中学校・義務教育学校が任意に選択して利用できるよ
うにすること。

オ 次の帳票については、契約期間内において長崎県指定の様式 (※ 参考帳票有)にてカスタマイズ
するこ、と。

① 小学校調査書 (1種類)   ② 中学校調査書・成績一覧表・志願者名簿 (1種類)
③ 児童生徒の継続的な指導・支援のための引継ぎシート
カ 「治療勧告書」について、契約期間内において県下各市町より収集した書式を整理し、基本の数パ
ターンを提案・作成すること。

(5)出欠機能
効率的かつ正確な出欠記録ができる仕組みを有すること。

(6)バックアップ
データのバックアップを業務に支障なく行うこと。また、災害等を想定して遠隔地にも保管するこ

と。

(7)セキュリテイ
ア サーバー機器のセキュリティは常に最新の状態に保つこと。
イ 不正侵入防止等のセキュリテイ対策を講じること。
ウ 自治体間の情報共有・伝達機能以外のデータについては、自治体間を跨いでのデータベースの参
照及び編集ができないこと。

エ アクセスログ及び各種通信ログを記録すること。
オ 各種ログは 1年間以上保存し、インシデント発生時は、速やかに発注者に報告するとともに、被
害の拡大防止及び原因の究明・復旧を行うこと。

カ サーバー専用のウイルス対策を施し、常に最新のパターンフアイルを適用すること。
(8)外字
ア 現行システムで管理されている文字について、新システムで使用する外字の同定を実施し、同定
結果に基づき、文字コード変換表及び外字のフォントフアイルを作成すること。

イ 外字の登録、修正、削除及びコードやフォントの管理は、一元管理を実現できること。
(9)その他
クライアント側に追加の費用が発生しないこと。なお、システムが稼働するまでのクライアント側

の諸設定は、各実証研究委託先が別途発注を行うので、情報提供を行うこと。
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3 データセンター
(1)資格取得
ISO/1EC27001、 ISO/1EC20000、  ISO/1EC1 4001を 取?尋していること。

(2)立地条件
日本国内のデータセンターで且つ日本国の法律が適用されること。

(3) ファシリティ
日本データセンター協会 (」DCC)データセンターファシリティースタンダードのティア3「相当」

以上であること。

4 研修
(1)集 合研修
次に示す職種等に応じた、集合研修を実施すること。

職種 :校長、副校長・教頭、主幹教諭、教務主任、教諭・指導教諭、養護教諭、事務職員、教育委

1    員会事務局
(2) 会場及び配布資料
ア 研修場所は各契約自治体が準備した会場 (学校のパソコン室等)を利用すること。
イ 本番環境構築前においても計画的な研修ができるよう、別途研修用の環境を整えること。
ウ 配布資料については、必要数を受注者が準備すること。
(3) マニュアル

システム操作に係る各種マニュアルについて一式を学校に納品するとともに、電子媒体(CD―R等 )

でも納品すること。

5 保守
(1) SLA
SLAについて、システム利用開始時に双方の合意のもと文書として取り交わすこと。なお、SLAは

次に示す条件を満たすこと。

ア ヘルプデスク
① 内容
本システムの稼働にあたつて、学校および教育委員会からの障害の連絡や、操作方法について

の問い合わせに対応するための電話窓口を設けること。

② 時間
学校の開校日 (日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律「昭和 23年法律第 178号」に規定

する休日、12月 29日 から翌日の 1月 3日までの年末年始は除く。)の午前 9時から午後 6時

までを含めること。

③ サポート期間
本契約におけるヘルプデスクサポート期間は、システム稼働日～平成 31年 3月 31日 とする。

ただし、導入市町が契約を継続する場合は、市町と協議の上、対応すること。

イ 障害対応
① 障害発生確認後 30分以内に該当教育委員会担当宛て状況の報告を行うこと。
② 障害発生確認後 1時間以内に復旧へ向けた方策を提案すること。
③ 復旧されるまでの間、教育委員会担当より指示がない限り、1時間おきに状況について報告す
ること。

ウ 障害復旧…障害発生時の復旧について、原則、障害発生翌日午前 9時までとすること。
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(2)外 部との連携
受注者は、本県および各市町が別途他業務を発注または契約しているネットワーク保守管理会社、

通信回線業者、設置校整備機器等の関係業者等と連携をとり、システムの円滑な運用支援に努めると

ともに、業務遂行に遅延等発生しないように相互協力すること。

(3)定 期報告業務
本システムの準備状況、稼働状況、利用状況、システム保守対応状況等を定期的に報告すること。

また、システム運用の課題、問題の報告を行うこと。必要に応じてルールの見直しや設定変更を行

い、活用促進に努めること。

6 事業体制
(1)本県側の体制
本業務の遂行にあたって、本県は、県教育庁義務教育課を事務局とし、県教育庁および各市町教育

委員会の関係部署担当者、ならびに学校代表者等からなる体制を整備してその円滑な推進を図る。

(2) 受注者側の体制
ア 校務支援システムを導入し運用する上で、受注者が行う業務・支援の実施に必要な体制を配置す
ること。

イ システム運用状況について、県及び導入市町教育委員会に定期的な報告を行うとともに、システ
ムの維持 `向上を図るために、継続的な運用改善の提案を行うこと。

ウ 各校のシステムヘのアクセス状況やシステム利用状況について、適切かつ定期的な報告業務およ
びレポーティングを行うこと。

エ プロジェクトメンバーには、他自治体において、校務支援システムの立ち上げ、運用支援業務等
の経験を有するものを含むこと。

オ 本業務に従事する要員は、必要な知識・技術に精通し、実務経験を有していること。

7 個人情報保護及び機密保持
(1) 受注者は、業務目的 (システム登録等)以外で個人情報の持ち出しを行つてはならない。

(2)受注者は、別途提出する実施体制表にて、当該契約に係る個人情報の取扱いに関するセキュリティ
責任者を明確にすること。また、変更する場合は速やかに文書で報告すること。

(3)受注者は、本業務に係る個人情報の取扱いに関する安全性及び信頼性を確保するための措置の内容
を契約書に記載すること。

(4)受注者は、作業に従事する者の一覧を提出すること。なお、作業従事者を追加する場合は、新たに
従事する者の一覧を事前に提出すること。

(5)受注者は、作業従事者の個人情報保護及び機密保持に関する誓約書を提出すること。なお、作業従
事者を追加する場合は、新たに従事する者の誓約書を事前に提出すること。

(6)実証研究委託先は、個人情報保護措置及び情報セキュリティ確保のための措置の実施状況について
報告を求めることができるものとする。また、受注者の事務所への立ち入り調査を行うことができる

ものとする。なお、これらの調査に基づき改善を求め、是正させることができるものとする。

(7)長崎県及び実証研究委託先が指定する作業場所において作業を行う場合に、受注者は、その管理下
にある作業従事者に対して、受注者が発行する社員証等顔写真付きの身分証明書を常時携帯させると

ともに名札の着用を義務付けること。

(8)受注者は、本業務において知り得た実証研究委託先のシステム概要、機器構成、使用技術等の機密
事項及び個人情報について、守秘義務を負うものとする。なお、受注期間終了後又は解除後も同様と

する。
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(9)受注者は、本業務の履行に必要な個人情報保護及び情報セキュリティに関する教育及び研修を、作
業従事者に対して行うこと。

(10)受注者は、業務の遂行に支障が生じる恐れのある事件又は事故の発生を認めたときは、その発生に

係る帰責にかかわらず、直ちにその旨を長崎県及び実証研究委託先に報告すること。また、速やかに

応急措置を講じた後、詳細な対応策を含む報告書を提出すること。なお、受注者は、当該事件又は事

故が個人情報の漏えい、滅失、改ざん、き損又は盗用に係るものである場合には、個人情報の内容、

数量、事件又は事故の発生場所、発生状況等を報告すること。

(11)事件又は事故に関わらず、受注者において情報流出が発生し、長崎県及び実証研究委託先に被害が
生じた場合には、長崎県及び実証研究委託先は受注者に対し、損害賠償を請求できるものとする。

(12)業務の遂行にあたっては、長崎県及び実証研究委託先の指示に従い、長崎県及び実証研究委託先の

服務規程、情報セキュリティポリシー、個人情報保護及び環境保全に向けた取り組みを連守すること。

(13)受注者は、個人情報の取扱いについて、以下の法令等を連守すること。
ア 個人情報の保護に関する法律
イ 個人情報の保護に関する法律施行令
ウ 長崎県及び実証研究委託先の個人情報保護条例
工 長崎県及び実証研究委託先の個人情報保護条例施行規則

8 その他留意事項
(1)後 継システムヘの移行
後続システムヘの移行については、以下の要件を満たすこと。

ア 後続システムヘの移行時に追加で費用が発生しないように、今回構築するシステムから後続シス
テムヘのデニタ移行を行うことができるようにしておくこと。

イ 後続システムに移行するために必要と想定されるデータをCSV等 のファイル形式で出力するこ
とが可能なこと。また、出カデータの項目等説明資料を作成すること。

ウ 後続システムの調達及び構築の際に、設計書などの成果物を実証研究委託先が追加の費用を払う
ことなく利用できること。

(2)再 委託
受注者は、本業務を第二者に委託し、又は請け負わせることができない。ただし、あらかじめ発注

者に提示し、承認を受けた場合には、業務の一部を委託することができる。          |
(3) 瑕疵担保

委託業務終了後 1年間は、瑕疵担保期間として、運用開始後に判明した本業務に係る瑕疵は、受注

者にて無償で改修すること。

(4)著 作権
本業務で作成されたドキュメント、データに関する著作権については、原則として、発注者に帰属

するものとする。ただし、パッケージ製品に関するものの他、作成したデザインで使用している元デ

ータは除く。

本業務終了後、この契約の対象となる成果物などすべての著作権については、発注者に帰属する。

(5) 紛争等
本仕様書に基づく作業に関し、第二者との間に著作権に係る権利侵害の紛争等が生じた場合は、当

該紛争の原因が発注者の責に帰す場合を除き、受注者の責任、負担において一切を処理すること。

(6) 情報漏洩

本業務の遂行にあたり、受注者は、業務上知り得た事項を第二者に漏洩しないこと。

(7) 損害賠償
受注者の責に帰すべき理由により、発注者又は第二者に損害を与えた場合には、受注者がその損害
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を賠償すること。

(8) 疑義事項
本仕様書において、明示なき事項又は疑義が生じた場合、その都度、発注者と協議の上決定するこ

と。

(9)支払方法
本委託業務に係る具体的な支払は、受注者決定後に協議の上決定する。
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